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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）ロールフランジ加工またはスライドフランジ加工によりフランジ加工縁（１ｂ）の
周囲で折り曲げられるフランジ（１ｃ、１ｄ、１ｅ）を備える外側金属板（１）と
　ｂ）前記フランジ（１ｃ、１ｄ、１ｅ）と継手（３、６、８）を形成する内側金属板（
２）と、
　ｃ）前記継手（３、６、８）上にまたは中に生成され、かつ前記金属板（１、２）を互
いに固定連結する、溶接またははんだ付けシーム（４、５、７）とを具備しており、
　ｄ）前記外側金属板（１）の前記フランジ（１ｃ、１ｄ）がスロットを形成し、前記内
側金属板（２）がその中に突出しており、
　ｅ）前記フランジ（１ｄ）が、対向して面する前記外側金属板（１）の領域（１ａ）か
ら離れる方向に傾斜して向き、それにより、前記スロットが、前記フランジ加工縁（１ｂ
）を含むフランジ加工基部の方向にじょうごの形状で狭くなっていることを特徴とする、
金属板複合材。
【請求項２】
　前記継手（３、８）が重ね継手であることを特徴とする、請求項１に記載の金属板複合
材。
【請求項３】
　前記溶接またははんだ付けシームがすみ肉シーム（４）またはＩシーム（５）であるこ
とを特徴とする、請求項１または２に記載の金属板複合材。
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【請求項４】
　車両の構成要素としてまたは車両に取り付けるために提供され、前記外側金属板（１）
が、好ましくは前記車両の外殻の領域を形成することを特徴とする、請求項１～３のいず
れか一項に記載の金属板複合材。
【請求項５】
　車両用または車両の可動または不動の取付部品の構成要素、好ましくはドア、サンルー
フ、ハッチバック、トランクの蓋またはボンネット、あるいは付属の泥除け、または車両
の本体の構成要素、好ましくは屋根、側面部品（特にホイールアーチ）または屋根と側面
部品との間の連結であることを特徴とする、請求項４に記載の金属板複合材。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載の金属板複合材を製造するための金属板を接合する方法
であって、
　ａ）前記外側金属板（１）および前記内側金属板（２）が接合位置で互いに対して固定
され、
　ｂ）前記フランジ（１ｃ、１ｄ、１ｅ）が、前記外側金属板（１）のフランジ加工縁（
１ｂ）の周囲で、前記接合位置でまたは前もって別の位置で、前記フランジ加工縁（１ｂ
）の長手方向に移動するフランジ加工部材（１３、１３’）によって折り曲げられ、
　ｃ）前記内側金属板（２）および前記フランジ（１ｃ、１ｄ、１ｅ）が、前記接合位置
で前記継手（３、６、８）を形成し、
　ｄ）前記金属板（１、２）が、溶接またははんだ付けシーム（４、５、７）を生成する
ことにより前記継手（３、６、８）上または内で互いに連結される、方法。
【請求項７】
　前記フランジ（１ｃ、１ｄ、１ｅ）が、ロールフランジ加工によって折り曲げられるこ
とを特徴とする、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記フランジ（１ｃ、１ｄ）が、前記フランジ加工縁（１ｂ）を介して隣接する前記外
側金属板（１）の領域（１ａ）とスロットを形成するために十分折り曲げられ、前記内側
金属板（２）が前記スロット内に突出して前記フランジ（１ｃ、１ｄ）とオーバラップす
ることを特徴とする、請求項６または７に記載の方法。
【請求項９】
　前記金属板（１、２）が前記接合位置にある時、前記フランジ（１ｃ、１ｄ）が前記内
側金属板（２）までかつそれに接して折り曲げられることを特徴とする、請求項６～８の
いずれか一項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記溶接またははんだ付けシーム（４、５、７）が、前記フランジ（１ｃ、１ｄ、１ｅ
）が折り曲げられている間に、前記フランジ加工縁（１ｂ）の長手方向（Ｘ）に前記フラ
ンジ加工部材（１３、１３’）に続く溶接またははんだ付け工具（１５）によって生成さ
れることを特徴とする、請求項６～９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記フランジ加工部材（１３、１３’）および前記溶接またははんだ付け工具（１５）
が、前記フランジ加工縁（１ｂ）の前記長手方向（Ｘ）で共移動し、前記フランジ加工部
材（１３、１３’）が（前記溶接またははんだ付け工具（１５）の押圧手段として機能し
て）、前記溶接またははんだ付けシーム（４、５、７）を生成するために前記内側金属板
（２）に対して前記フランジ（１ｃ、１ｄ、１ｃ）を押圧することを特徴とする、請求項
１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記フランジ加工工程および前記溶接またははんだ付け工程が、前記金属板（１、２）
を再チャックなしに、同じチャッキング装置において前記接合位置で行われることを特徴
とする、請求項６～１１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１３】
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　請求項１～５のいずれかに記載の金属板複合材を製造するための、構成部品（１、２）
をフランジ加工し溶接またははんだ付けする装置であって、
　ａ）ツールヘッド（１０）と、
　ｂ）前記ツールヘッド（１０）に配置され、ロールフランジ加工またはスライドフラン
ジ加工するフランジ加工部材（１３、１３’）と、
　ｃ）前記ツールヘッド（１０）に配置された溶接またははんだ付け工具（１５）と
を具備し、
　ｄ）前記フランジ加工部材（１３、１３’）と前記溶接またははんだ付け工具（１５）
とが、前記フランジ加工部材（１３、１３’）が、前記溶接またははんだ付け工具（１５
）を用いて行うことができる溶接またははんだ付け工程のための押圧手段を形成するよう
に配置された、装置。
【請求項１４】
　前記フランジ加工部材（１３、１３’）と前記溶接またははんだ付け工具（１５）とが
、前記ツールヘッド（１０）に、前記フランジ加工部材（１３、１３’）によって前記構
成部品（１、２）のうちの一方に加えることができる押圧力と、加熱する役割を果たす前
記溶接またははんだ付け工具（１５）のエネルギービーム（１６）とが、製作される複合
材に付加されるように、互いにわずかな間隔（ｄ）で隣接して配置されることを特徴とす
る、請求項１３に記載の装置。
【請求項１５】
　前記溶接またははんだ付け工具（１５）が、前記ツールヘッド（１０）のデカルト座標
系（Ｒ、Ｘ、Ｚ）において枢動軸（Ｘ）を中心に前後に、好ましくは各場合に復元ばね力
に抗して中間位置から前後に枢動することができることを特徴とする、請求項１３または
１４に記載の装置。
【請求項１６】
　前記レーザまたははんだ付け工具（１５）が、前記ツールヘッド（１０）に、前記ツー
ルヘッド（１０）に関して固定される並進軸に沿って前後に、好ましくは各場合に復元ば
ね力に抗して中間位置から前後に移動することができるように配置され、前記並進軸が、
少なくとも、前記構成部品（１、２）の折り曲げられたフランジ（１ｃ）に対して垂直な
方向成分を含むことを特徴とする、請求項１３～１５のいずれか一項に記載の装置。
【請求項１７】
　センサ（１７）が前記ツールヘッド（１０）に配置され、それにより、生成されるべき
溶接またははんだ付けシーム（４、５、７）に対する継手の前進が、前記フランジ加工部
材（１０）を用いて成形されるべき前記フランジ加工縁（１ｂ）の長手方向（Ｘ）におけ
る前記ツールヘッド（１０）の移動中、好ましくは触感により、スキャンされることが可
能であることを特徴とする、請求項１５または１６に記載の装置。
【請求項１８】
　前記フランジ加工部材（１３、１３’）が、フランジ加工中に前記構成部品（１、２）
のうちの一方に対して押圧する走行面を有するフランジ加工ローラであり、円柱であるか
、または一方向において直径が軸方向に一様に低減することを特徴とする、請求項１３～
１７のいずれか一項に記載の装置。
【請求項１９】
　前記フランジ加工部材（１３、１３’）用の清浄手段が前記ツールヘッド（１０）に配
置され、それを用いて、前記フランジ加工部材（１３、１３’）がフランジ加工中に清浄
にされることが可能であることを特徴とする、請求項１３～１８のいずれか一項に記載の
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、溶接工程またははんだ付け工程を含む、構成部品、特に金属板を接合するこ
とに関する。
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【背景技術】
【０００２】
　溶接およびはんだ付けは、金属構成部品用の確かな接合方法である。自動溶接工程また
ははんだ付け工程では、接合される構成部品を、接合位置に固定し、溶接またははんだ付
け中に押圧手段、たとえば押圧指または押圧ローラを用いて現溶接点またははんだ付け点
近くで互いに押圧する。そこで、押圧手段は、溶接工具またははんだ付け工具とともに、
生成されるべき溶接シームまたははんだ付けシームの長手方向に構成部品の接合領域を移
動する。構成部品は、溶接またははんだ付けに適している形状で提供されなければならな
い。溶接またははんだ付けに適したフランジが、たとえばなおプレス機において塑性的に
再成形されている間に、またはたとえばエッジング等、プレス機での成形に続く再成形工
程において、接合されるべき金属板上に成形される。フランジが、なおプレス機にある間
に成形される場合、型から部品を取り除く必要があるため、製作することができるフラン
ジ形状に限界がある。その後にフランジを成形するエッジング装置は、かさばりかつ柔軟
性がない。さらに、複雑なエッジング手順は、多大な費用をかけなければ達成することが
できない。
【０００３】
　ヘミングもまた、金属板を接合する際の役割が確立されており、そこでは、ロールヘミ
ングと接着との接合の組合せが知られており、それにより、押込み嵌合および材料嵌合連
結が達成される。動的応力を受ける複合材では、接着剤にはまた、剛性を向上させる機能
に加えて、接合された金属板間で発生する可能性がある、発生し得る雑音を抑えるかまた
は防止する機能もある。接着剤はまた、封止機能も果たす。ロールヘミング技術の１つの
利点は、構成部品の形状に関するその高水準な柔軟性である。ヘミング工具および方法、
またはより一般的にはフランジ加工工具および方法は、たとえば特許文献１、２、３、４
に記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】欧州特許出願公開第１６８５９１５Ａ１号明細書
【特許文献２】欧州特許第１４２０９０８Ｂ１号明細書
【特許文献３】独国特許出願公開第１００１１９５４Ａ１号明細書
【特許文献４】独国特許出願公開第１０３３８１７０Ｂ４号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、少なくとも１つが金属板である構成部品の接合を、フランジ加工縁の
進行（ｐｒｏｇｒｅｓｓｉｏｎ）に対して、柔軟性および複合材の強度に関して改善する
ことである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、フランジ加工工程を溶接またははんだ付け工程と組み合わせたものである。
【０００７】
　本発明による方法のこの組合せは、外側金属板と内側金属板と、更には任意に１つまた
は複数の他の金属板と、からなる金属板複合材を提供し、外側金属板は、フランジ加工縁
の周囲でフランジ加工され内側金属板と継手を形成する、フランジを備えている。金属板
を互いに固定接合する溶接またははんだ付けシームが、接合部内にまたはその上に走って
いる。外側金属板は、フランジ加工縁の長手方向に連続して進行するフランジ加工工程に
より徐々に折り曲げられる。フランジ加工縁の領域にわたって横方向に、外側金属板は、
たとえば深絞りプレスで同じ形状に成形された金属板と比較して、大幅に均一で、よりひ
びの少ない材料構造を示す。これは、フランジが従来のエッジングマシンで折り曲げられ
た金属板と比較した場合にも当てはまる。再成形はフランジ加工縁の長手方向に進行し、
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したがって常に局所的でしかないため、フランジ加工縁は、１つまたは複数の曲げ、曲率
半径の変化する曲げさえをも含む複雑な進行を示すことができる。本発明による金属板複
合材は、従来のヘミング接合を備えた金属板複合材より堅固である。それは、溶接または
はんだ付けシームが、少なくとも近接の接合領域において、金属シートを互いに固定して
かつきわめて堅固に連結するためである。これは、動的応力にさらされる金属板複合材に
特に有益であり、それは、金属板が互いに対して移動できなくなり、それに応じて、接合
領域で互いにこすれ合う可能性がなくなり、したがって雑音を発生する可能性がなくなる
ためである。溶接またははんだ付けシームはまた、接合領域または接合領域の少なくとも
内側領域を封止する。シームが、フランジ加工縁の長手方向で測定した場合に、金属板の
接合領域の長さ全体にわたって連続して延在する場合、有利である。
【０００８】
　たとえば自動車に取り付けられる場合、外側金属板は、外側から見えることが好ましく
、特に、車両の外殻、または原則的に他のいかなる構造単位をも形成することができ、内
側金属板は、それに応じて、車両または他の構造単位の内部に面する。しかしながら、原
則的に、「外側金属板」および「内側金属板」という用語は、単に、少なくとも外側金属
板がフランジ加工された溶接またははんだ付けフランジを備えるということを説明するた
めに、これらの概念を区別するためのものである。フランジ加工は、フランジ加工後に表
面が回転または摺動マークを除去する表面処理が施されない場合、それらのマークにより
フランジの外側において見ることが可能である。
【０００９】
　好ましい実施形態では、フランジは、外側金属板の外周縁に沿って延在し、全体として
外側金属板に比較して狭い周縁ストリップのみを形成する。外側金属板の断面で見ると、
フランジは、フランジ加工縁を介してフランジに移行する外側金属板の外側金属板領域よ
り（フランジ加工縁の長さの少なくとも主な部分にわたり）実質的に短い。
【００１０】
　継手は、突合せ継手または特に重ね継手および／または縁継手とすることができる。重
ね継手である場合、溶接シームはＩシームであり得る。溶接またははんだ付けの場合、シ
ームは、重ね継手においてすみ肉シームとして形成されることがより好ましい。継手を、
複合材の断面で見ると、重ね継手の一端においてすみ肉シームを用いることにより、継手
長さ全体にわたって封止することができ、これにより間隙腐食がもっとも有効に抑制され
る。
【００１１】
　外側金属板のフランジは、特に、そのフランジ加工またはヘミング領域においてスロッ
トを形成することができ、そこに、内側金属板が、スロットに関してフランジの内側に重
ね継手を形成するために突出する。しかしながら、それほど好ましくはないが、フランジ
および内側金属板が、スロット側でないフランジの外側に重ね継手を形成することも十分
に考えられる。さらに、内側金属板およびフランジが互いに溶接またははんだ付けされて
突合せ継手を形成する場合にも、スロット形状のフランジ加工領域は有利である。
【００１２】
　好ましい実施形態では、原則的に従来のヘミング接合から既知であるように、内側金属
板は、フランジの外周縁と、フランジの周縁に面する外側金属板の対向領域と、の間のス
ロット内に締め付けられる。こうした実施形態では、各場合に表面押圧により、ある範囲
にわたって両側で締め付けられることが好ましい。こうした実施形態では、外側金属板を
、特に、フランジを含むフランジ加工領域においてＵ字型断面で成形することができる。
接合領域に封止材を受け入れるために、外側金属板が、フランジ加工縁を含むフランジ加
工基部において、断面で見て目の形状の中空空間を形成する場合、有利である。
【００１３】
　内側金属板がスロットに締め付けられていないかまたは認めうる程度までは締め付けら
ていない、変更されてはいるが同等に好ましい実施形態では、フランジは、対向して面す
る外側金属板の領域から離れる方向に傾斜して向いている。したがって、スロットは、フ
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ランジ加工縁を含むフランジ加工基部の方向に狭くなる。
【００１４】
　すべての実施形態例において、フランジは、金属板複合材の断面において曲線状の進行
を示すことができる。しかしながら、フランジは断面において直線状であることが好まし
い。
【００１５】
　本発明は、特に、車両製造での使用、すなわち、航空機、宇宙船、船舶および陸上車両
（ｌａｎｄ　ｃｒａｆｔ）、好ましくは自動車の金属板複合材に好適である。金属板複合
材は、特に、車両の外殻の構成要素であり得る。１つの主な使用は、車両、特に自動車の
、たとえばドア、サンルーフ、ハッチバック、トランクの蓋およびボンネット等の取付部
品としての使用である。しかしながら、こうした可動取付部品に加えて、本発明はまた、
本体に取り付けられるが、一旦取り付けられると、それ自体が、たとえば付属の泥除け等
、本体の固定構成要素を形成する、取付部品にも好適である。さらに、本発明はまた、取
付部品が取り付けられる前に本体を製造するためにも好適である。したがって、本発明を
、特に、車両、特に自動車の側面部品または屋根を製造するために使用することができる
。１つの主な適用は、たとえば、取り付けられる前かまたは取り付けられる時の泥除けか
または本体の側面部品における、いわゆるホイールアーチヘミングである。さらに、本発
明はまた、生産ラインにおいて本体の側面部品と屋根との間の連結をもたらすためにも好
適である。しかしながら、原則的に、本発明はまた、他の多次元複合構造を製造すること
にも適しており、それは、本発明によって使用されるフランジ加工工程が、原則的に、金
属板の連結フランジの形状に関していかなる制約も受けないためである。フランジ加工さ
れる金属板および特にフランジ加工縁が複雑に成形されるほど、従来の方法に比較してよ
り多くの本発明の利点が実現する。本発明は特に車両業界で有利であるが、原則的に他の
業界で使用されることも可能である。
【００１６】
　本発明による接合方法では、外側金属板と内側金属板とは、接合位置において互いに対
して固定される。外側金属板のフランジ加工縁の周囲で、フランジ加工縁の長手方向に移
動するフランジ加工部材を用いて、フランジが折り曲げられる。フランジ加工縁を、たと
えば深絞りまたはエンボス加工により、プレス機内での先行する再成形工程において、あ
る程度まですでに予備成形することができ、または元の金属板成形工程に続くフランジ加
工工程において初めて成形することができる。フランジを、フランジ加工部材を用いて、
接合位置の外側で、溶接またははんだ付けに必要な位置または向きに折り曲げ、そうして
から外側金属板を接合位置に固定することができる。別法として、外側金属板をフランジ
加工部材を用いて接合位置でフランジ加工することもでき、そのようにしてから内側金属
板を接合位置に固定することができる。しかしながら、好ましい実施形態では、外側金属
板と内側金属板とは、第１方法ステップにおいて接合位置で互いに対して固定され、一旦
固定されてから、フランジ加工および溶接またははんだ付けが行われる。こうした実施形
態では、第２ステップにおいて、フランジを、内側金属板と継手を形成するように、フラ
ンジ加工部材を用いて再び折り曲げることが可能であり、フランジ加工ステップに続くが
別個の第３ステップにおいて、継手上でまたはその中で金属板を互いに溶接またははんだ
付けすることのみが可能である。しかしながら、特に好ましい方法実施形態では、フラン
ジ加工および溶接またははんだ付けの２つの工程は、再成形工具としてのフランジ加工部
材と溶接またははんだ付け工程のための押圧手段とを同時に使用することにより合わせて
行われる。こうした実施形態では、フランジ加工部材は、第２機能として、従来の溶接工
程またははんだ付け工程で知られている押圧指または押圧ローラにとって代る。
【００１７】
　本発明の主題は、フランジ加工しかつ溶接またははんだ付けすることがともに可能であ
る装置を含む。それは、ツールヘッドと、ツールヘッドに配置され少なくとも１つのフラ
ンジ加工部材を備えるフランジ加工工具と、ツールヘッドに配置された溶接またははんだ
付け工具とを備える組合せ工具である。フランジ加工部材と溶接またははんだ付け工具と
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は、フランジ部材が、溶接またははんだ付け工具が溶接またははんだ付けシームを生成す
る場合に、後述する特に好ましい方法実施態様を行う溶接またははんだ付け工具用の押圧
手段となるように配置される。フランジ加工工具は、ツールヘッドの処理位置に移動可能
であるように任意に配置された、フランジ加工工程を行う複数のフランジ加工部材を備え
ることができるが、好ましい単純な実施態様では、ツールヘッドは、さらに好ましくは常
に処理位置にある単一フランジ加工部材のみを有する。
【００１８】
　装置および方法に関連して述べたフランジ加工部材は、特に、フランジ加工ローラであ
ってもよく、または別法として、フランジ加工中にフランジ加工縁の長手方向にフランジ
上を摺動する摺動部品であってもよい。好ましい実施形態では、フランジ加工工程は、そ
れに応じて、ロールフランジ加工または適用可能な場合はスライドフランジ加工からなる
。
【００１９】
　溶接またははんだ付け工具を、特に、エネルギービームを用いて溶接またははんだ付け
に必要な熱を発生するように設計することができる。好ましい実施形態では、溶接または
はんだ付け工具は、レーザ溶接またははんだ付け工具である。同等に好ましい実施態様で
は、それはガスシールド溶接工具である。しかしながら、エネルギービームを用いて動作
する溶接またははんだ付け工具の代りに、原則的に、他の方法で溶接またははんだ付けす
る溶接工具またははんだ付け工具を使用することも可能である。
【００２０】
　溶接またははんだ付け工具が、エネルギービームを用いて連結に必要な熱を発生するも
のである場合、フランジ加工部材および溶接またははんだ付け工具は、フランジ加工中に
フランジ加工部材によって局所的に加えられる押圧力とエネルギービームとが、製作され
る複合材に付加されるように、互いにわずかな間隔で隣接してツールヘッドに配置される
ことが好ましい。この間隔は、フランジ加工部材により溶接またははんだ付け位置で加え
られる押圧力が、構成部品が互いに押圧され逸れる可能性がないことがなお確実に保証す
るように選択される。間隔は、フランジ加工縁の長手方向から見て、少なくとも１ｍｍ、
最大６ｍｍであることが好ましい。前記間隔の範囲からの特に有利な値は少なくとも２ｍ
ｍ、最大４ｍｍであり、このより狭い範囲での特に有利な値は、およそ３ｍｍの値である
。フランジ加工部材がフランジ加工ローラである場合、エネルギービームはフランジ加工
ローラの後に続くことが明らかであり、その場合、間隔は、エネルギービームが突当たる
位置でのエネルギービーム中心と、フランジ加工ローラがフランジと接触する圧力線また
は狭い圧力ストリップ上の中心に最も近い位置と、の間で測定される。フランジ加工部材
が摺動部品である場合、かつ摺動部品が、圧力線またはフランジ加工縁の長手方向の狭い
圧力ストリップのみに沿って、フランジと接触するのではない場合、間隔は、エネルギー
ビームの中心と、フランジが、内側金属板に溶接またははんだ付けされるその接合位置ま
で折り曲げられる摺動部品上の最近点と、の間で測定される。エネルギービームに関して
上述したものはまた、他の方法で接合領域に溶接またははんだ付けに必要なエネルギーを
導入する溶接またははんだ付け工具にも同様に適用される。
【００２１】
　特にすみ肉シームを生成する場合、ツールヘッドが、シーム追跡システムを有し、それ
を用いて溶接またははんだ付け工具が、重ね継手の端部に存在しシームが生成されるべき
突合せ継手をたどる場合、有利である。シーム追跡システムは、突合せ継手を好ましくは
触感でスキャンするセンサと、フランジ加工部材に対する溶接またははんだ付け工具の移
動を可能にする補償機構とを有する。補償機構を、並進補償移動のみを可能とするかまた
は、回転補償移動のみを可能とするか、または好ましくは並進および回転補償移動を可能
にするように設計することができる。したがって、溶接またははんだ付け工具は、ツール
ヘッドでの補償機構を介して共通の処理位置におけるフランジ加工部材に対して、１つま
たは複数の移動の自由度を示すことができる。溶接またははんだ付け工具は、各場合にば
ね力により、１つまたは複数の自由度に関連して中間位置および向きに保持されることが
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好ましい。補償するために、溶接またははんだ付け工具は、特に、装置の処理実行中に現
有効位置においてフランジ加工縁の長手方向に対して平行な軸を中心に枢動可能であり得
る。別法としてまたは好ましくはさらに、突合せ継手に向かってかつそこから離れるよう
に移動することが可能であることも有利である。
【００２２】
　フランジ加工部材が溶接またははんだ付け工具に空間的に隣接するため、ツールヘッド
に清浄手段が配置され、それを用いて、フランジ加工および溶接またははんだ付け中にフ
ランジ加工部材を清浄にすることができると有利である。清浄手段は、ブラシまたはスク
レーパまたはフランジ加工部材にドライアイスを充填する手段を含むことができる。
【００２３】
　有利な特徴は、下位請求項およびそれらの組合せにおいても開示されている。
【００２４】
　本発明の実施形態例を、図に基づいて以下に示す。実施形態例によって開示される特徴
は、各々個々に、かつ任意の組合せで、特許請求の範囲の主題および上述した実施形態を
有利に展開する。以下の図面が、示されている。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】金属板を接合するヘミング工程である。
【図２】金属板を接合するヘミング工程である。
【図３】金属板を接合するヘミング工程である。
【図４】金属板を接合するヘミング工程である。
【図５】第１実施形態例における本発明による金属板複合材である。
【図６】第２実施形態例における本発明による金属板複合材である。
【図７】本発明による接合方法を行っている間の、フランジ加工部材および溶接工具を備
えた本発明による接合装置である。
【図８】拡大図でありかつ別のフランジ加工部材を備える、図７の接合領域である。
【図９】第３実施形態例における本発明による金属板複合材である。
【図１０】第３実施形態例の金属板複合材を製作する間の、本発明による接合装置である
。
【図１１】接合領域における本発明による接合装置である。
【図１２】第４実施形態例における本発明による金属板複合材である。
【図１３】第５実施形態例における本発明による金属板複合材である。
【図１４】第３実施形態例の金属板複合材である。
【図１５】第６実施形態例における本発明による金属板複合材である。
【図１６】第７実施形態例における本発明による金属板複合材である。
【図１７】第８実施形態例における本発明による金属板複合材である。
【図１８】第９実施形態例における本発明による金属板複合材である。
【図１９】第１０実施形態例における本発明による金属板複合材である。
【図２０】第１１実施形態例における本発明による金属板複合材である。
【図２１】第１２実施形態例における本発明による金属板複合材である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　図１～図４は、金属板複合材がロールフランジ加工で製造される方法手順を示す。各図
は、チャッキング装置によって接合位置において互いに対して固定される、内側金属板２
および外側金属板１の周縁領域の断面図を示す。塑性再成形に先行する工程、たとえば深
絞り工程において、金属板１および２は、更に連結に必要とされる後続の再成形を除き、
それぞれの連結に望まれるような最終形状を得ている。金属板１および金属板２はともに
、各々が、図示する接合領域におけるヘミング接合に適したフランジを備える、３次元歪
み構造であり、内側金属板２のフランジは、チャッキング装置により、外側金属板１に対
してある範囲にわたって押圧される。外側金属板領域１ａにおいて、外側金属板１は、急
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峻な曲げ１ｂを介してフランジ１ｃに移行している。フランジ１ｃは、複数のフランジ加
工ステップで、連続して内側金属板２のフランジの方向に完全に折り曲げられる。フラン
ジ加工中、曲げ１ｂは、各場合においてフランジ加工縁を形成し、したがって、以下それ
をフランジ加工縁１ｂと呼ぶ。フランジは、フランジ加工ローラ１３を用いて折り曲げら
れ、フランジ加工ローラ１３は、回転軸Ｒを中心に回転することができるように、ツール
ヘッドに取り付けられている。実施形態例では、フランジ１ｃは、３ステップで、合計９
０°折り重ねられる。
【００２７】
　図２は、第１フランジ加工ステップを示し、フランジ１ｃ上をフランジ加工縁１ｂの長
手方向に回転するフランジ加工ローラ１３の走行面が、まだフランジ加工されていないフ
ランジ１ｃに約３０°の角度であてがわれ、それにより、フランジ１ｃが、走行面がその
上を回転する時に、前記あてがわれた角度だけ内側金属板２のフランジに向かって折り曲
げられる。図３において、フランジ加工ローラ１３の走行面が、第１フランジ加工ステッ
プで折り曲げられたフランジ１ｃに再び約３０°の角度であてがわれ、それにより、フラ
ンジ１ｃは、第２処理実行時にさらに３０°折り曲げられる。図４に示す最終処理実行に
おいて、フランジ１ｃは、フランジ加工ローラ１３により、さらに３０°折り曲げられ、
したがって完全に折り曲げられ、内側金属板２のフランジに対して押圧される。最終フラ
ンジ加工ステップでは、フランジ加工ローラ１３は、最終フランジ加工ローラとしての役
割を果たす。最終処理実行すなわちフランジ加工ステップにおいて、フランジ加工ローラ
１３は、ばね力を介してツールヘッドに支持されることが好ましく、そこでばね力はフラ
ンジ１ｃの方向に作用する。２つの先行するステップにおいて、各ステップにおいて所定
のフランジ形状を得るために、フランジ加工ローラ１３は耐え得るようにツールヘッドに
支持されることが好ましい。ヘミング接合が完了すると、図４に示すように、外側金属板
１は、フランジ１ｃの領域においてＵ字型スロットを形成し、内側金属板２の連結フラン
ジは、各場合において表面押圧により、外側金属板領域１ａとフランジ１ｃとの間に固定
して締め付けられている。ヘミングの前に、互いに対して押付け固定されている金属板１
および２の間の間隙腐食を防止するため、かつ動的応力の場合は、相対移動によって発生
する雑音を最小限に抑えるために、ヘミング領域に封止材が導入される。
【００２８】
　図５は、第１実施形態例における本発明による金属板複合材の接合領域を示す。金属板
複合材は、外側金属板１および内側金属板２によって形成されており、それらは、ヘミン
グ接合および溶接接合により押込み嵌合、摩擦嵌合および材料嵌合で互いに連結されてい
る。ヘミング接合は、幾何学的に上述したヘミング接合と一致する。それを特に、図１お
よび図４に基づいて例示されているように生成することができる。溶接接合は、すみ肉シ
ーム４によって形成され、それは、フランジ１ｃが内側金属板２までかつそれに対して完
全に折り曲げられる時、溶接工具によって生成される。完全に折り曲げられたフランジ１
ｃは、接合領域において、すなわち外側金属板１のスロットにおいて、内側金属板２のフ
ランジと重ね継手３を形成し、その場合、フランジ１ｃと内側金属板２のフランジとは、
前記重ね継手３においてある範囲にわたり上下に重なって位置し、好ましくは重ね継手３
に封止材が提供される。すみ肉シーム４は、重ね継手３の上、すなわちフランジ１ｃの自
由外周縁に沿って走る。
【００２９】
　溶接シーム４を、最終フランジ加工ステップとは別の溶接工具の処理実行において生成
することができる。しかしながら、図４で示されるような最終フランジ加工中に、フラン
ジ加工工具および溶接工具が共に処理実行を行うことが好ましく、フランジ加工ローラ１
３を備えたフランジ加工工具は、フランジ加工ローラ１３が溶接に十分な圧力をフランジ
１ｃに加える位置で処理実行中にシーム４を生成することにより、溶接工具のための押圧
手段となる。それにより、フランジ１ｃの自由周縁部は、溶接中にフランジ加工ローラ１
３によって内側金属板２に対して固定して押圧され、この領域において内側金属板２から
逸れることができない。溶接工具としてレーザ溶接装置が使用され、それは、接合領域を
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現有効位置において局所的に溶融し、処理実行中に現溶融領域に溶接材料を供給する。溶
接シーム４により、接合領域における金属板１と金属板２との間の完全固定連結が確実に
なり、金属板１と金属板２との間の相対移動が防止され、それにより、動的応力によって
雑音が発生する可能性がなくなる。溶接シーム４はまた、重ね継手３の外端において接合
領域を直接封止し、すなわち、封止機能も果たす。したがって、本発明による金属板複合
材も接合領域において金属板１と金属板２との間に封止材を含むことが好ましいが、封止
材は接合領域において、すなわち外側金属板１のスロットにおいて必ずしも必要とはされ
ない。
【００３０】
　図６は、第２実施形態例における本発明による金属板複合材を示し、それは、溶接接合
に関してのみ、第１実施形態例の金属板複合材と異なっている。第２実施形態例では、溶
接シーム５は、重ね継手３内を、フランジ加工縁１ｂに対して少なくとも実質的に平行に
走っている。溶接シーム５はＩシームである。溶接シーム５を生成するために、レーザ溶
接工具は、最終フランジ加工後に、または好ましくは（第１実施形態例に基づいて例示し
たように）直接最終フランジ加工中に、フランジ１ｃを移動し、それを、フランジ加工縁
１ｂの長手方向において連続的に、漸進的に、かつそれぞれ局所的に溶融する。前進速度
およびレーザ出力は、レーザビームがフランジ１ｃの下の内側金属板２も局所的に溶融す
るように、互いに対して調整される。したがって、溶融領域は、フランジ１ｃにかかり、
内側金属板２内に広がる。硬化すると、レーザビームの後方で固定溶接接合が形成される
。溶接シーム５の生成は、シーム進行の精度に関して、したがって溶接工具を案内するこ
とに関して、溶接工程での要求を軽減する。しかしながら、重ね継手３の端部における溶
接シーム４は、接合領域全体が封止されることを確実にし、したがって、さらに、間隙腐
食を防止するのに役立つ。重ね継手３の端部に形成される溶接シーム４の別の利点は、材
料を節約する可能性であり、それは、断面で見たフランジ１ｃの長さが第２実施形態例の
ものより短して外側金属板１において材料を節約することができるためである。
【００３１】
　図７は、ヘムを閉鎖し、すなわちヘミング接合を完了し、同じ処理実行においてヘミン
グ領域を溶接するのに用いることができる装置を示す。装置は、ツールヘッド１０を備え
ており、それは、フランジ加工工具１２および溶接工具１５、実施形態例ではレーザ溶接
工具用の枠組を形成する。ツールヘッド１０はまた、空間的に移動させることができるア
クチュエータを締結するコネクタ１１も有している。アクチュエータを、特に、ロボット
アームの端部によって形成することができる。金属板１および金属板２の、接合領域とそ
の隣接環境のみを再び示す。内側金属板２はすでに、フランジ１ｃの近くで外側金属板１
から離れるように上方に突出しており、それにより溶接工具１５が著しく接近し難くなる
。したがって、接合のために内側金属板２上に成形されたフランジは非常に短い。更に溶
接ビーム１６を接合領域における所望の位置に向けられるように、円柱フランジ加工ロー
ラの代りに円錐形フランジ加工ローラ１３’が、最終フランジ加工のために使用されてい
る。そして、接合領域に溶接工具１５をより急峻にあてがうことができる。フランジ加工
ローラ１３’は、その回転軸Ｒを中心に回転することができ、ばねの復元力に抗して、同
様にツールヘッド１０に支持され、それにより、回転軸Ｒおよびフランジ加工縁１ｂの局
所長手方向Ｘに対して垂直な軸Ｚに沿って直線状に移動することができる。最終フランジ
加工に望まれる支持具の弾性は、空気圧ユニット１４を用いて、フランジ加工ローラ１３
’を空気圧ユニット１４のピストンロッドに締結して回転軸Ｒを中心に回転することがで
きるようにすることによって得られる。フランジ加工ローラ１３’は、回転し軸Ｚに沿っ
て並進移動する能力を超える、ツールヘッド１０に対していかなる自由度もない。移動軸
Ｚを、図７において、装置の隣に、ツールヘッド１０に対して固定したデカルト座標系で
示す。回転軸Ｒは、この座標系の別の軸を形成する。処理実行中、第３軸Ｘは、フランジ
加工ローラ１３’の現有効位置においてフランジ加工縁１ｂの長手方向と一致する。
【００３２】
　レーザ工具１５はまた、連結フランジ１７を介してツールヘッド１０に固定連結されて
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おり、すなわち、連結フランジ１７は、ツールヘッド１０の固定枠組部品として理解され
る。固定連結により、レーザ工具１５がフランジ加工ローラ１３’に対して定められた位
置および向きに配置されることが確実になる。しかしながら、この固定配置内で、フラン
ジ加工ローラ１３’に対するレーザ工具１５のレーザヘッドの補償移動が可能であり、そ
れを介して、レーザヘッドは特に接合領域における不均一さを補償することができる。こ
のために、レーザヘッドまたはレーザ工具全体は、補償機構を介してツールヘッド１０に
支持される。
【００３３】
　補償機構により、Ｘ軸を中心とする枢動と接合領域に向かいかつそこから離れる並進移
動とが可能となる。補償機構は、これら２つの移動の自由度に関連してレーザヘッドまた
はレーザ工具を搭載し、それにより、各場合にばね力に抗して中間位置を中心に前後に枢
動することができ、また、それぞればねの復元力に抗して前後に並進移動することができ
る。
【００３４】
　図８は、接合領域を拡大して示す。装置の、フランジ加工ローラ（図７とは異なり、図
８では、円柱フランジ加工ローラ１３として示す）およびレーザビーム１６のみを見るこ
とができる。レーザビーム１６の傾斜角αは変化し得るが、フランジ加工ローラ１３’の
代りにフランジ加工ローラ１３を用いることができる。傾斜角αは、有効位置におけるフ
ランジ１ｃに対し垂直な直線とレーザビーム１６の中心ビーム軸との間で測定される。実
施形態例では、図５に基づいて金属板複合材の第１実施形態例について説明したようなす
み肉シーム４が、装置によって生成される。すみ肉シーム４を生成するために、レーザビ
ーム１６は重ね継手３の端部上に向けられる。内側金属板２だけでなくフランジ１ｃの周
縁部も溶融されるために、傾斜角αは少なくとも５°であるべきである。このように傾斜
角αを選択することにより、溶融領域Ｓは、図８に示すように、突合せ継手の角領域全体
に広がり、それにより、溶接中に供給される溶接材料は、フランジ１ｃおよび内側金属板
２に一様に接合される。円錐状フランジ加工ローラ１３’を使用する場合、これにより、
溶接に対して更に好都合な円錐度上限値がもたらされる。フランジ加工ローラ１３’の円
錐度、すなわち回転軸Ｒに対するフランジ加工ローラ１３’の走行面の傾斜は、最大１５
°であることが好ましい。
【００３５】
　図９は、第３実施形態例における本発明による金属板複合材を示す。この金属板複合材
は、フランジ加工により接合領域に形成されたスロットの形状が、第１実施形態例および
第２実施形態例と異なる。フランジ加工中、外側金属板１のフランジ（識別するために１
ｄと呼ぶ）は、第１実施形態例および第２実施形態例ほど折り曲げられない。フランジ１
ｄは、フランジ加工中、フランジ加工縁１ｂを介して隣接する金属板領域１ａの方向にお
いて、Ｖ字型（じょうごの形状で狭くなっている）スロットが得られるのに十分な程度し
か折り曲げられず、すなわち、フランジ加工後、フランジ１ｄは、金属板領域１ａに対し
て斜め傾斜している。想定されるように、単に例として、図１に基づいて、フランジ１ｄ
がフランジ加工前にすでに金属板領域１ａからおよそ直角に突出している外側金属板１か
らフランジ加工が進行する場合、傾斜角は、フランジ１ｄを１つまたは最大２つのフラン
ジ加工ステップで図示する最終形状になるように折り曲げることができるように選択され
ることが好ましい。内側金属板２のフランジは、スロット内に突出し、内側金属板２のフ
ランジの自由周縁部は、フランジ１ｄに面する金属板領域１ａの内側までかつそれに接し
て突出する。金属板の厚さに応じて、内側金属板２は、スロットの基部まで突出すること
も可能である。
【００３６】
　図１０は、図９に示す接合領域を含む金属板複合材をフランジ加工し同時に溶接する間
の、本発明による装置を示し、円柱フランジ加工ローラ１３を備えている。金属板複合材
は、たとえば自動車用のドアを形成することができる。接合領域はまた、前記領域におい
て作用するフランジ加工工具１２およびレーザ工具１５とともに詳細に示されている。接
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合領域を除き、金属板複合材は、図７および図８の金属板複合材に対応する。図１０にお
ける詳細図から明らかなように、接合領域におけるレーザ工具１５の接近性は、内側金属
板２（そのフランジは接合位置において金属板領域１ａに対して傾斜している）の形状と
、その様なフランジ１ｄの不完全な折曲げと、によって改善される。最終フランジ加工は
、円柱フランジ加工ローラ１３を用いて可能であり、レーザビーム１６を、角を溶融しか
つ／または領域Ｓを溶融するために好都合である傾斜角α（図８）で接合領域に同時に向
けることができる。内側金属板のフランジの向きとフランジ１ｄの結果としての形状、す
なわちフランジ１ｄと金属板領域１ａとの間に形成されたスロットは、実施形態例によっ
て示すように、内側金属板２がすでに、対向する外側金属板１に関して接合領域の近くで
上方に突出し、したがって、実施形態例において、フランジ加工ローラ１３または１３’
と上方に突出しトラフ形状である内側金属板２との領域との間の、レーザ工具１５が利用
可能な空間を大幅に制限する場合、特に有利である。
【００３７】
　フランジ加工および溶接の前に、外側金属板１および内側金属板２は、図１０に示す接
合位置において互いに対して固定されており、内側金属板２の円周方向フランジは、フラ
ンジ加工縁１ｂに接する金属板領域１ａに対して押圧される。第１実施形態例および第２
実施形態例とは異なり、内側金属板２のフランジは、接合領域においてある範囲にわたり
対向する金属板領域１ａに当接せず、図１０の詳細図により、特に図９により示されてい
るように、実質的に円周方向に直線状に接触するのみである。線接触、一般には金属板１
および金属板２間の接触は、フランジ加工には有利である。それは、これにより、重ね継
手３を形成するためにフランジ１ｃまたはフランジ１ｄが内側金属板２のフランジまでか
つそれに接して折り曲げられる時、内側金属板２がたわむのが防止されるかまたは少なく
とも実質的に防止されるためである。図１０は、複数のフランジ加工ステップのうちの最
終フランジ加工ステップ、または好ましくは全体で１つのフランジ加工ステップでの接合
装置を示す。接合に対し可能な限り短いフランジ１ｄで間に合わせるために、溶接シーム
４は、この場合もまた、第１実施形態例と同様に、重ね継手３上のすみ肉シームとして生
成される。
【００３８】
　図１１は、第１実施形態例の金属板複合材１、２の接合領域を通る長手方向断面の図に
おける、処理実行中の接合装置を示し、そこでは、外側金属板１のフランジ１ｃと対向す
る金属板領域１ａとが、Ｕ字型スロットを形成している。接合装置の移動の方向を、ツー
ルヘッド１０のＸ軸における方向矢印によって示す。レーザビーム１６は溶融領域Ｓに向
けられ、実際には狭い圧力ストリップである圧力線Ｐ上のフランジ加工ローラ１３は、フ
ランジ１ｃに、かつフランジ１ｃを介して内側金属板２および外側金属板１の金属板領域
１ａに作用する。大まかにみて点状である溶融領域Ｓは、同じツールヘッド１０上のフラ
ンジ加工工具１２およびレーザ工具１５の上述した配置により、処理実行中、わずかな間
隔ｄをもって圧力線Ｐに続く。シナリオ例で想定したように、金属板複合材がドアまたは
他の取付部品、あるいはまた自動車の本体部品である場合、間隔ｄは、こうした金属板複
合材に典型的な金属板の厚さ、フランジ加工工具および適合されたレーザ出力に対しての
通常の前進速度、であるとすると約３ｍｍであることが好ましい。この所定の用途に関わ
らず、間隔ｄは、フランジ加工ローラ１３によって溶融領域Ｓにおいてフランジ１ｃに加
えられる圧力が、フランジ１ｃを内側金属板２に対して溶融領域Ｓの一部を形成するその
外周縁において固定して押圧するのに、なお十分大きいように選択され、それにより、フ
ランジ１ｃは溶融領域Ｓにおいて内側金属板２から逸れなくなり、清浄な溶接シーム４を
、すみ肉シームの形態で生成することができる。
【００３９】
　現溶融領域Ｓにおいてフランジ加工縁１ｂに沿って発生し得る凹凸および他の不規則性
を補償するために、レーザ工具１５は、レーザヘッドに移動不可能に連結された触覚セン
サ１８を有している。触覚センサ１８は、移動の方向Ｘにおいて溶融領域Ｓの前でフラン
ジ１ｃと内側金属板２との間の重ね継手の端部をスキャンする幅の狭い指状部材であり、
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レーザヘッドに固定連結されているため、枢動し並進移動するその能力の範囲内でレーザ
ヘッドに続く。
【００４０】
　図１２は、第４実施形態例における本発明による金属板複合材の接合領域を示し、それ
は、１つの変更を除き、第１実施形態例の接合領域に対応する。すなわち、フランジ１ｃ
および対応する重ね継手３は、図５に示す接合領域におけるものより短い。これに対応し
て、間隙腐食によって脅かされる可能性がある領域の長さも短くなるが、特に、外側金属
板１において材料が節約される。溶接接合中、重ね継手３の長さが短くなることは、接合
連結の剛性および強度に影響を与えないかまたはそれほどの影響を与えない。
【００４１】
　図１３は、第５実施形態例における本発明による金属板複合材を示し、ヘミング接合お
よび溶接連結のみに直接関連する限り、第１実施形態例に対応する接合領域を有している
。しかしながら、金属板複合材の形状は、全体として第１実施形態例（図５）および第４
実施形態例（図１２）ほど好適ではなく、それは、フランジ加工工具の接近性、特に溶接
用具の接近性が、金属板複合材の形状によって著しく損なわれるためである。
【００４２】
　図１４は、第３実施形態例の金属板複合材を再び示す。これとの比較により、図１５は
、第６実施形態例における本発明による金属板複合材を示し、それは、内側金属板２が、
フランジ１ｄと金属板領域１ａとの間に形成されたスロット内に突出するが、外側金属板
１と当接接触するまでは突出しないという点で、第３実施形態例の金属板複合材と異なる
。別の相違は、外側金属板１がスロットの領域において２回偏向している、ということで
ある。フランジ加工縁１ｂは、金属板領域１ａに直接至る追加の急峻な曲げからわずかな
間隔ずれている。第３または最後の相違は、フランジ１ｄおよび重ね継手３の長さが第３
実施形態例より大きいということである。
【００４３】
　図１６は、第７実施形態例における本発明による金属板複合材を示す。第７実施形態例
では、フランジ（識別するために１ｅと呼ぶ）は、それがフランジ加工縁１ｂを介して突
出する金属板領域１ａの方向において折り曲げられず、それにより、隣接する金属板領域
１ａと共通するいかなる方向成分もなく、特にそれとスロットを形成しない。ヘミング接
合を生成する場合、他の実施形態例に基づいて説明したように、フランジ加工工具１２を
用いて、フランジ１ｅが、フランジ加工縁１ｂの周囲で折り曲げられ、それにより、フラ
ンジ加工縁を介して隣接する金属板領域１ａに対し、実施形態例に示すようにたとえば９
０°の角度、または９０°を越える角度を囲む。フランジ１ｅは、単に、折曲げの前にの
み、金属板領域１ａの長さを直線状に長くすることができる。溶接シーム４は、第１実施
形態例と同様に、溶接工具１５を用いて重ね継手３上にすみ肉シームとして生成される。
【００４４】
　図１７～図１９は、本発明による金属板複合材の別の３つの実施形態例を示す。これま
で説明した実施形態例の金属板複合材とは異なり、継手は、重ね継手としてではなく突合
せ継手６として、金属板１と金属板２との間に形成される。継手６の領域全体を覆うこと
が好ましい溶接シーム７を、たとえばＶシームとして生成することができる。図１７およ
び図１８の実施形態例では、フランジ１ｅは、図１６の実施形態例にしたがって折り曲げ
られ、それにより、金属板領域１ａに対し９０°以上の角度を囲む。図１９の実施形態例
では、フランジ１ｄは、１つまたは複数のフランジ加工ステップで、最大９０°の角度、
フランジ加工縁１ｂの周囲で折り曲げられているのみであるが、金属板はすでに、フラン
ジ加工の前に傾斜フランジを有しており、フランジ１ｄは、本発明によるフランジ加工に
より再び折り曲げられている。その結果、再びスロットが得られるが、それには２つの縁
、一方で先にすでに形成された縁と、他方でフランジ加工縁１ｂがある。
【００４５】
　図１７の実施形態例では、フランジ１ｅの内側は、金属板２の対面側に接して配置され
ている。図１８の実施形態例では、内側金属板２の内側が、溶接中にフランジ１ｅの対向
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側に接して押圧する。図１９の実施形態例では、フランジ１ｄおよび金属板２の対面側は
各々互いに接して押圧され、このようにチャックされている間に互いに溶接される。
【００４６】
　図２０は、金属板１および金属板２が、フランジ１ｃの外側に沿って延在する溶接シー
ムによって互いに連結される実施形態例を示す。フランジ１ｃの外側では、フランジ１ｃ
および金属板２が重ね継手を形成し、それには、フランジ１ｃの内側の重ね継手３と識別
するために、参照符号８が与えられている。フランジ１ｃとフランジ加工縁１ｂを介して
隣接する金属板領域１ａとがスロットを形成し、したがって、図５、図６、図１２および
図１３の実施形態例にしたがって、フランジ１ｃを１ｃと呼ぶが、金属板２はそのように
形成されたスロットには配置されず、上述したように、フランジ１ｃの外側と重ね継手８
を形成する。
【００４７】
　図２１は、重ね継手および溶接シーム４に関しては図２０の実施形態例に対応し、フラ
ンジ１ｄの領域における金属板の形状に関しては図１５および図１９の実施形態例に対応
し、それにより、これら実施形態例に関してなされたそれぞれの記述を参照されたい。
【００４８】
　図５、図６および図１２～図１９のフランジ加工溶接接合を、先行するフランジ加工工
具と後続する溶接工具を用いて、本発明による装置の同じ処理実行で製作することができ
る。図２０および図２１の実施形態例における接合の場合、それぞれのフランジ１ｃまた
は１ｄは、別個のフランジ加工方法で折り曲げられ、金属板１および２は、重ね継手８に
より互いに対して固定、すなわちチャックされ、それぞれの溶接シーム４は、後続する別
個の処理実行で生成される。
【符号の説明】
【００４９】
　１　外側金属板
　１ａ　外側金属板領域
　１ｂ　フランジ加工縁
　１ｃ　フランジ
　１ｄ　フランジ
　１ｅ　フランジ
　２　内側金属板
　３　重ね継手
　４　溶接シーム
　５　溶接シーム
　６　突合せ継手
　７　溶接シーム
　８　重ね継手
　９
　１０　ツールヘッド
　１１　コネクタ
　１２　フランジ加工工具
　１３　フランジ加工部材
　１３’　フランジ加工部材
　１４　空気圧ユニット
　１５　溶接またははんだ付け工具
　１６　エネルギービーム
　１７　連結フランジ
　１８　センサ
　Ｒ　回転軸
　Ｘ　長手方向、移動方向
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【図１７】

【図１８】

【図１９】
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